『まるわかり！日本の防衛　はじめての防衛白書』
学校配布をめぐるQ&A整理
質問内容を論点別に統合し、回答の推移を時系列で整理した完全版

整理方針　複数回の意見交換・資料要求で重複した質問を、時系列ではなく論点ごとに集約した。その上で、各論点の中では回答時点の順に並べ、防衛省・文部科学省の回答がどのように具体化・変化したかが分かるようにした。
注意　2025年8月29日の「意見交換メモ」は、議事録的な完全なものではないので、正式な提出資料とは区別して記載している。
資料一覧
2025年8月28日　防衛省「資料要求について」
2025年8月29日　「初めての防衛白書」小学校配布の意見交換メモ
2025年9月25日　防衛省「資料要求について」
2025年10月29日　防衛省「資料要求について」
文部科学省「御質問への回答」
防衛省提出「読後アンケート」
防衛省提出「お届けについて（挨拶文）」
2026年5月27日　防衛省「資料要求について」
1．2024年版・2025年版の学校への配布
質問の趣旨：2024年版はいつから、どのように学校へ配布したのか。2025年版は学校へ配布したのか。今後配布するのか。
	時点・資料
	回答・確認できた内容

	2025/8/29 意見交換
	2024年版は2025年3月頃から、各地で調整が整ったところから配布したと説明。2025年版を配布するかは「検討中」。

	2025/9/25 防衛省
	2025年版の学校への配布のあり方は「引き続き検討してまいる」と回答。

	2025/10/29 防衛省
	2025年版について、学校への配布のあり方を引き続き検討すると回答。

	2026/5/27 防衛省
	2025年版は「現時点で学校に配布しておらず、今後の対応については、特に決まっていない」と回答。配布する・しないを決める場、メンバー、時期についても「現時点では特に決まったものがないことから回答は困難」とした。



現時点で分かったこと：2024年版は学校への配布を実施したが、2025年版は少なくとも2026年5月27日時点で学校には配布していない。2025年版の今後の扱いも未決定。
なお未回答・要確認：2025年版を「配布しない」と正式決定したのか、それとも単に未決定のままなのか。2026年度版の配布方針。
出典：8/29意見交換メモ／9/25防衛省提出資料／10/29防衛省提出資料／2026/5/27防衛省提出資料
2．配布した都道府県・学校数・冊数
質問の趣旨：何県、何校に何冊配布したのか。都道府県別・学校別の内訳を示せるのか。
	時点・資料
	回答・確認できた内容

	2025/8/29 意見交換
	青森、秋田、栃木、長崎以外に何県へ配布したかを尋ねたが、「相手方が特定される」等として回答を差し控え、県数も回答しなかった。一方、送付先は直接発送しているため把握していると説明。

	2025/8/28 防衛省
	公表について了承を得られた都道府県は青森県、秋田県、栃木県、長崎県。その他の都道府県との個別のやり取りは「相手方との関係」を理由に回答を差し控えた。総数は約2,400校、約6,100冊。

	2025/9/25 防衛省
	4県以外の配布先については同様に回答を差し控えた。多くの都道府県から市町村教育委員会との調整を求められ、調整先が多数となり業務が煩雑になるため配布調整を断念した事例があったと説明。文科省の依頼文がないと検討できないとした県もあった。



現時点で分かったこと：総数は約2,400校・約6,100冊。公表了承を得た4県は明らかになったが、それ以外の都道府県数・県別冊数・学校別内訳は開示されていない。
なお未回答・要確認：防衛省が把握している送付先一覧、都道府県別冊数、4県以外を公表できない具体的根拠。学校名を伏せた形での開示可否。
出典：8/28防衛省提出資料／8/29意見交換メモ／9/25防衛省提出資料
3．配布の方法と地方防衛局の関与
質問の趣旨：誰が教育委員会へ働きかけ、誰が学校へ発送したのか。地方防衛局にどのような依頼をしていたのか。
	時点・資料
	回答・確認できた内容

	2025/8/29 意見交換
	地方防衛局が教育委員会に直接出向いたケースや、電話で依頼したケースがあると説明。冊数は県教育委員会と地方防衛局で調整。

	2025/8/28 防衛省
	都道府県教育委員会へ配布の相談をし、調整が整った都道府県の小学校へ、防衛省から各小学校等へ直接配布したと回答。

	2025/9/25 防衛省
	本省から各地方防衛局に配布を依頼。別添の挨拶文を参考として送付し、地方防衛局から都道府県のカウンターパートに、都道府県教育委員会への配布や「必要に応じて小学校の図書館を含む様々な場面で活用」してほしい旨を説明するよう依頼。配布を強制するものと受け止められないよう周知したと回答。

	挨拶文
	「各市町村の小学校の図書館を含む様々な場面でご活用頂ければ幸甚」と記載。追加希望があれば問い合わせるよう案内。



現時点で分かったこと：防衛本省→地方防衛局→都道府県側・教育委員会という働きかけを行い、調整後の学校には防衛省から直接発送した。地方防衛局には「様々な場面で活用」してほしい旨の説明も依頼していた。
なお未回答・要確認：各地方防衛局と各都道府県の具体的なやり取りの記録。
出典：8/28防衛省提出資料／8/29意見交換メモ／9/25防衛省提出資料／挨拶文
4．文部科学省の関与と内容確認
質問の趣旨：防衛省は文科省に何を相談したのか。文科省は冊子の中身を確認したのか。
	時点・資料
	回答・確認できた内容

	2025/8/29 意見交換
	文科省は、防衛省から配布の相談を受け、「学校に配布したいものは各自治体の教委の判断」と伝えたと説明。冊子の内容については防衛省と話しておらず、学校図書館への配布という話だったため内容確認はしなかった。一般論としても、学校に配布される様々な資料の中身を文科省が一律に確認するのではなく、各自治体が判断するとした。

	2025/9/25 防衛省
	事前に文科省に確認し、「学校に配布したい書籍については、様々な機関が教育委員会に直接依頼し、配布するかどうかは各自治体で判断している」と回答を受けたと説明。

	文科省正式回答
	防衛省から相談を受けた際に同趣旨を伝え、その後、防衛省が直接都道府県へ相談し、了承を得た都道府県へ配布したと聞いていると回答。



現時点で分かったこと：文科省は配布の可否を自治体判断と位置付け、防衛省の冊子内容を事前審査・確認していない。
なお未回答・要確認：小学生向け冊子としての内容の適切性について、文科省が今後検証する予定の有無。
出典：8/29意見交換メモ／9/25防衛省提出資料／文科省回答
5．教育委員会・学校の法的義務と独自判断
質問の趣旨：教育委員会や学校には配布に協力する法的義務があるのか。首長の意向があっても独自に判断できるのか。
	時点・資料
	回答・確認できた内容

	文科省正式回答
	「配布はあくまで各学校が任意に判断することで、教育委員会や学校には配布に協力する法的義務はない」という認識について「御認識のとおりです」と回答。さらに、仮に首長が自衛官・自衛官候補生の募集に資するため配布しようとした場合でも、各教委・学校は首長の意向にかかわらず独自に配布の適否を判断できる、との認識にも「御認識のとおりです」と回答。

	2025/9/25 防衛省
	自衛隊法86条について、教育委員会も地方公共団体の機関ではあるが、同条に基づき協力する関係機関となるかは個々の事態で判断され、あらかじめ確定的に答えることは困難と回答。

	2025/10/29 防衛省
	自衛隊法86条について同趣旨の回答を改めて提示。



現時点で分かったこと：少なくともこの冊子の学校配布について、文科省は教委・学校に法的な協力義務はないと明確に回答している。
なお未回答・要確認：冊子配布と自衛隊法86条の関係について、防衛省回答は一般論にとどまる。
出典：文科省回答／9/25防衛省提出資料／10/29防衛省提出資料
6．学校図書館だけか、授業利用も想定したのか
質問の趣旨：冊子は学校図書館に置くためのものなのか。授業、とくに総合的な学習の時間での使用も想定・推奨していたのか。
	時点・資料
	回答・確認できた内容

	2025/8/29 意見交換
	防衛省は「必要に応じて、図書館に置くなど、いろいろ活用してもらえれば」と説明。防衛省からは総合的な学習で使用した学校もあるとの回答。文科省は具体的な使用状況を把握していないとした。

	読後アンケート
	「活用実績」の選択肢に「図書館での閲覧・貸出」と「総合的な学習の時間に使用」が併記され、「今後の望ましい活用方法」にも「総合的な学習の時間での使用」が設けられている。

	2025/10/29 防衛省
	「防衛省としては、授業でも使用するよう勧奨した事実はない」と回答。



現時点で分かったこと：防衛省は授業利用を「勧奨した事実はない」とする一方、アンケートでは総合学習での利用実績・今後の利用希望を明示的に尋ねている。実際に総合学習で使用した学校もある。
なお未回答・要確認：総合学習で使用した学校数、使用内容、授業利用を想定した内部検討の有無。
出典：8/29意見交換メモ／読後アンケート／10/29防衛省提出資料
7．なぜ小学校を最初の配布対象にしたのか
質問の趣旨：対象年齢が小学校高学年から高校生であるにもかかわらず、なぜ最初の学校配布を小学校にしたのか。発達段階に照らした検討はしたのか。
	時点・資料
	回答・確認できた内容

	2025/9/25 防衛省
	主な対象は小学校高学年から高校生。若い世代向けキッズサイトに掲載してきたものを、まず初めての試みとして、小学生が手に取って読めるよう2024年度から冊子として配布したと説明。

	2025/10/29 防衛省
	小学校高学年でも理解できる内容か等、今後の作成・配布の資とするため「試行的に小学校へ配布」したと回答。各小学校への配布前に文科省には確認したが、教育関係者や有識者の意見は聴取していない。



現時点で分かったこと：小学校への配布は「試行的」と位置付けられていた。配布前に教育関係者・有識者の意見は聴取していない。
なお未回答・要確認：発達段階・教育的適切性をどのような基準で検討したのかを示す資料。
出典：9/25防衛省提出資料／10/29防衛省提出資料
8．冊子の作成主体と改訂過程
質問の趣旨：誰が作成しているのか。年度ごとの改訂は誰がどのように検討し、外部有識者の意見はどのように反映しているのか。
	時点・資料
	回答・確認できた内容

	2025/8/29 意見交換
	作成は防衛省広報課と回答。内容変更の意図については明確な回答を示さなかった。

	2025/9/25 防衛省
	大臣官房広報課防衛白書事務室が作成を担当していると回答。2024年度版から裏表紙の担当課・室名表記を「防衛省・自衛隊」に変更したのは、防衛白書と表記を合わせるためと説明。

	2025/10/29 防衛省
	広報課内部の検討に加え、省内関係課との調整、外部有識者からの意見聴取を行っており、「これらの結果等が記載されている文書を保有している」と回答。



現時点で分かったこと：作成主体は大臣官房広報課防衛白書事務室。内部検討、省内調整、外部有識者からの意見聴取を行い、その結果を記載した文書を保有していることが後に明らかになった。
なお未回答・要確認：保有している検討文書・有識者意見の具体的内容と開示範囲。
出典：8/29意見交換メモ／9/25防衛省提出資料／10/29防衛省提出資料
9．憲法9条・専守防衛・非核三原則等の削除・縮小
質問の趣旨：2024年版・2025年版で、憲法9条、専守防衛、軍事大国とならないこと、非核三原則、文民統制等の記述が削除・縮小された理由と経緯は何か。
	時点・資料
	回答・確認できた内容

	2025/8/29 意見交換
	憲法9条などの掲載がなくなった理由について「今お答えできる回答を用意していない」。内容変更の意図についても「明確に答えることはできない」とした。

	2025/9/25 防衛省・2024年版
	2024年版の変更は、小学校高学年から高校生向けに分かりやすく解説し理解を得る観点から、年度ごとに検討した結果と回答。国家防衛戦略には専守防衛、軍事大国とならない、文民統制、非核三原則を堅持する旨が明記されているとも説明。

	2025/9/25 防衛省・2025年版
	2025年版は、年次報告書たる「防衛白書」としての位置付けから離れ、より小中高生に防衛省・自衛隊そのものへの関心を持ってもらうことを主眼とした構成・内容にしたと回答。

	2025/10/29 防衛省
	改編に関し、広報課内部、省内関係課、外部有識者との検討結果等を記載した文書を保有していると回答。



現時点で分かったこと：削除・縮小の具体的な個別理由はなお十分説明されていないが、2025年版では冊子の性格自体を「防衛白書」から離し、防衛省・自衛隊への関心喚起を主眼にしたという説明が示された。改訂過程を記録した文書は存在する。
なお未回答・要確認：どの部署・誰の意見で各記述を削除・縮小したのか。保有文書の開示。
出典：8/29意見交換メモ／9/25防衛省提出資料／10/29防衛省提出資料
10．自衛官募集・リクルート性
質問の趣旨：自衛官募集サイトへのQRコード、志願・入隊コース、キャリア紹介などは、単なる理解促進を超えた募集・採用活動ではないのか。
	時点・資料
	回答・確認できた内容

	2025/8/29 意見交換
	「リクルートではないか」との質問に、防衛省は「理解を深めるためで、リクルートではない」と回答。

	2025/9/25 防衛省
	冊子は防衛省・自衛隊について分かりやすく解説し、理解を得るために作成したものと説明。巻末のキャリア紹介は「参考資料として、防衛省・自衛隊のキャリアには多種多様なコースがあることを紹介した」と回答。

	2025/9/25 防衛省・自衛隊法97条
	冊子配布は防衛省が都道府県教委と調整して公立小学校へ配布したものであり、自衛隊法97条にある「都道府県知事及び市町村長」が行った募集事務ではないと回答。



現時点で分かったこと：防衛省は一貫して冊子配布をリクルート活動とは位置付けていない。ただし、2025年版にはキャリア・採用情報が掲載されていること自体は認めている。
なお未回答・要確認：自衛官募集サイトへの導線や採用情報を小学生を含む学校配布冊子に掲載する教育的妥当性、募集広報との内部的な区分基準。
出典：8/29意見交換メモ／9/25防衛省提出資料
11．アンケートの目的・回答者・内容
質問の趣旨：同封したアンケートは誰が回答し、何を把握するためのものだったのか。回答結果を開示できるのか。
	時点・資料
	回答・確認できた内容

	2025/8/29 意見交換
	アンケートは各小学校の先生が回答するものと説明。

	2025/8/28 防衛省
	目的は、今後の「まるわかり！日本の防衛」の作成、配布の参考とするため。回答詳細は「相手方との関係」を理由に回答を差し控えた。

	読後アンケート
	今後も配布してほしいか、追加冊数、配布不要か、図書館・総合学習での活用実績、閲覧・貸出実績、今後の望ましい活用方法、内容への意見、子どもの感想等を質問。回答期限は2025年7月31日までとしている。



現時点で分かったこと：アンケートは教員等から、配布継続の希望、利用実績、授業利用、内容評価、子どもの感想まで把握する設計となっている。
なお未回答・要確認：回収数、集計結果、自由記述の匿名化データ、結果が2025年版・今後の配布方針にどう反映されたか。
出典：8/28防衛省提出資料／8/29意見交換メモ／読後アンケート
12．予算・印刷部数・発送費
質問の趣旨：学校配布にいくら使ったのか。印刷費・発送費・調達部数を年度ごとに示せるのか。
	時点・資料
	回答・確認できた内容

	2025/8/29 意見交換
	今回の冊子の印刷・配布を含め130万円と回答。2021年度からの予算提示を再要求。

	2025/9/25 防衛省
	学校配布は2024年度からで、約2,400校に約6,100冊を配布。印刷・発送費計約130万円。2024年版は学校配布だけでなく各種広報活動用を含め、合計12,000冊を調達したと回答。

	2025/10/29 防衛省
	約6,100冊の印刷費が約60万円、約2,400校への発送費が約70万円、合計約130万円。印刷は「防衛力基盤強化推進費 広報業務庁費」、発送は「防衛本省共通費 庁費」と回答。



現時点で分かったこと：学校配布分の印刷・発送費は計約130万円。内訳は印刷約60万円、発送約70万円。2024年版全体の調達は12,000冊。
なお未回答・要確認：2021～2023年版の制作費・印刷費等については、学校配布事業とは別に全体像を整理する必要がある。
出典：8/29意見交換メモ／9/25防衛省提出資料／10/29防衛省提出資料
13．一般販売部数
質問の趣旨：学校配布以外に一般向けにどの程度流通・販売されていたのか。
	時点・資料
	回答・確認できた内容

	2025/9/25 防衛省
	発行事業者による部数として、第1版1,577部、第2版1,378部、第3版1,104部、2024年版812部（返本未了のため出荷数）、2025年版に相当する「まるわかり！日本の防衛」は発行部数2,000部と回答。



現時点で分かったこと：学校配布とは別に一般流通分があり、年度版・版ごとの販売・発行規模が示されている。
なお未回答・要確認：2024年版812部は確定販売数ではなく出荷数。最終販売数の確定値。
出典：9/25防衛省提出資料
14．抑止力の記述とウクライナ侵略の説明
質問の趣旨：「抑止力を強くする」とは何を意味するのか。ウクライナについて「抑止できなかった」とする説明を子ども向け冊子にどう位置付けているのか。
	時点・資料
	回答・確認できた内容

	2025/8/29 意見交換
	「どれぐらいやったら抑止力が強くなるのか」との質問に具体的基準は示さず、冊子は安全保障環境や自衛隊の理解のためのものと説明。

	2025/9/25 防衛省
	ロシアの侵略を思いとどまらせ、抑止できなかったという意味で、ウクライナが保有していた防衛能力は少なくとも十分ではなかったと考えると回答。日本については、防衛力を抜本的に強化し、日米同盟の抑止力・対処力や同志国等との連携を強化することで侵攻を抑止すると説明。

	文科省正式回答
	「抑止力の強化」については文部科学省の所管外のため、見解を示すことを差し控えると回答。



現時点で分かったこと：防衛省は抑止力を防衛力強化、日米同盟、同志国連携等と結び付けて説明している。文科省は内容面の見解を示していない。
なお未回答・要確認：小学生向け資料として、この安全保障上の評価をどのように教育的に検証したか。
出典：8/29意見交換メモ／9/25防衛省提出資料／文科省回答
15．学校図書館に置いた後の取扱い・撤去判断
質問の趣旨：学校が一度設置した図書でも、問題があると判断した場合に設置・閲覧をやめることはあり得るのか。
	時点・資料
	回答・確認できた内容

	2025/8/29 意見交換
	文科省は、問題になった事例があるかは分からないと回答し、再質問となった。

	文科省正式回答
	2013年に松江市教育委員会が市内小中学校に漫画「はだしのゲン」の閲覧制限を要請し、後に撤回した事例を例示。一般論として、学校図書は地域・学校・児童生徒の実態等に応じ、教育委員会や校長が責任の下、教育的見地から有益適切なものとして取扱いを決めると回答。



現時点で分かったこと：学校図書館に一度置かれた資料であっても、その取扱いは教育委員会や校長が教育的見地から判断するというのが文科省の整理。
なお未回答・要確認：本冊子について各学校が撤去・閲覧制限等を判断した事例の有無。
出典：8/29意見交換メモ／文科省回答
16．情報公開・行政文書の存在
質問の趣旨：改訂過程や配布先に関する行政文書は存在するのか。情報公開請求をすれば開示されるのか。
	時点・資料
	回答・確認できた内容

	2025/8/29 意見交換
	送付先は直接発送しているため把握していると説明。ただし、県数や詳細は回答しなかった。

	2025/10/29 防衛省・改訂過程
	冊子作成に関する広報課内部の検討、省内関係課との調整、外部有識者からの意見聴取の結果等を記載した文書を保有していると回答。

	2025/10/29 防衛省・情報公開
	情報公開請求があった時点で情報公開法に基づき個別に開示・不開示を判断するため、事前に答えることは困難と回答。一般論として同法5条各号に該当すれば不開示となり得ると説明。

	2025/10/29 防衛省・配布公表
	都道府県教委へ相談して配布した経緯から、一方的に公表せず、教育委員会に公表可否を確認したと説明。



現時点で分かったこと：改訂過程の文書が存在することは確認された。配布先についても防衛省は把握しているが、任意の資料要求では詳細開示を拒んでいる。情報公開請求時は個別判断とされる。
なお未回答・要確認：改訂過程文書、送付先一覧、都道府県別冊数等について具体的な情報公開請求を行った場合の開示範囲。
出典：8/29意見交換メモ／10/29防衛省提出資料


全体を通じて見える回答の推移
● 配布実態　当初は県数すら回答しなかったが、総数として約2,400校・約6,100冊、費用約130万円、調達12,000冊などは具体化した。一方、4県以外の配布先は現在も非公表。
● 2025年版　2025年秋まで「検討中」だったが、2026年5月時点で学校には配布していないことが明確になった。ただし「配布しない」と正式決定したわけではなく、今後の対応も未決定。
● 授業利用　防衛省は「授業でも使用するよう勧奨した事実はない」とするが、アンケートは総合学習での利用実績・今後の利用希望を質問している。
● 教育的検討　小学校配布は「試行的」と説明されたが、配布前に教育関係者・有識者の意見は聴取していない。
● 改訂過程　当初は具体的説明が乏しかったが、後に内部検討・省内調整・外部有識者の意見聴取を行い、その結果を記した文書を保有していることが明らかになった。
● 学校側の権限　文科省は、教委・学校に配布協力の法的義務はなく、首長の意向にかかわらず独自に配布適否を判断できると明確に回答。
次回交渉・国会質問で残る主要論点
4県以外を含む実際の配布都道府県数、都道府県別冊数、学校別送付先一覧を、学校名等を必要に応じて伏せた形で開示できない理由。
2025年版を学校に配布しなかった経緯、誰がどの時点でどのように判断したのか。判断文書の有無。
2026年度版以降の学校配布方針。
改訂過程で保有している文書（広報課内部、省内関係課、外部有識者の意見）の具体的開示。
憲法9条、専守防衛、非核三原則、文民統制等を削除・縮小した個別の判断理由。
自衛官募集サイトやキャリア情報を学校配布冊子に掲載することと「リクルートではない」とする整理の根拠。
アンケートの回収数、集計結果、自由記述の匿名化データ、配布方針・改訂への反映状況。
総合的な学習で実際に使用した学校数、使用方法、使用したことを防衛省がどのように把握したか。
小学生への試行配布前に教育専門家の意見を聞かなかった理由と、事後的な検証の実施状況。
『まるわかり！日本の防衛』学校配布 Q&A整理
